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実験の具体的内容



実証実験の枠組み

● ライドシェアの取組で確認されたスポット運送ワークの需要を貨物運送に展開
● 繁忙期有償運送制度を活用して、自家用車ドライバーが荷物を運送

旅客運送
（タクシー） 貨物運送

乗務員不足 ドライバー不足

スポット運送ワークの
予想以上の需要

共通の課題

新たな取組（実証実験）日本版ライドシェ
ア



《実施概要》
● 連携先企業：ヤマト運輸株式会社
● 実施期間 ：〜2025年2月頃（調整中）
● 実施地域 ：湾岸エリア
● 車両数 ：（調整中）

ヤマト運輸様との実証実験

《ポイント》
● タワーマンションが多く、配達効率に課題のある

地域に対象を絞った実証実験
● スポットドライバーがこの地域で貢献できる

稼働のあり方を調整中



《実施概要》
● 連携先企業：佐川急便株式会社
● 実施期間 ：2024年12月14日〜2024年12月27日
● 実施地域 ：埼玉県さいたま市
● 車両数 ：数台程度

佐川急便様との実証実験

自家用車
ドライバー

佐川急便
株式会社

GO
株式会社

繁忙期
有償運送

ドライバーの紹介
サポート

••• ラストマイル運送を実施

《ポイント》
● 繁忙期有償運送制度の活用
● 住宅街におけるラストワンマイル輸送での実施
● 佐川急便の配送ドライバー様と連携した配送

：配送ペースに応じた荷物の受け渡し
：配送方法等についてのサポート

《スキーム》



タクシー・ラストマイル輸送の共通の課題、ドライバー不足対策としての可能性

タクシー（本業）の母集団

タクシー

アプリ専用

軽貨物事業者

ラストマイル輸送（本業）の母集団

軽貨物
個人事業主

日本版ライドシェア 今回の取り組み

ピーク需要への対応で
一定のパフォーマンスを発揮

本業への転換

● タクシー・ラストマイル輸送ともに限られた母集団からドライバーを確保する構図
● 日本版ライドシェアや今回の取り組みは、現時点でそれぞれの業界に所属していない
新たなワーカー層を取り入れることが可能

副業のニーズ・スポット運送ワークの需要

本人の希望、地域のニーズ、
時期、車種、等に応じて柔軟に選択

それぞれの業界に所属していない新たなワーカー層



法令・制度上の課題

論点の整理
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〈実証実験での課題〉

１）登録車両の変更
〈現状〉
・営業所が許可を受けている
貨物営業車両数まで登録可能

・１度登録した自家用車は
翌年まで変更ができない

→短期間しか稼働しない車両が
登録枠を圧迫する恐れ

２）申請の電子化
〈現状〉
・紙を印刷し窓口に持参する必要

〈長期的な課題〉
・実証実験の中で検討

（国土交通省 資料より引用）



法令・制度上の課題、論点の整理

1）登録車両の変更

《制度改善のニーズ》
● 一部の取り組みでは、現状の制限である営業所の台数まで車両を登録しきる見込み。
● 12月中は支障はないが、来年序盤で台数いっぱいまで登録する予定であり、

来年中は登録車両の入れ替えのニーズが発生する見込み。

《制度改善のご提案》
● 1台1台、抹消・登録を行う形も考えられるが事務手数の増加が懸念。
● 日本版ライドシェアと同様、ドライバー・車両の登録は無制限とし、

全体の稼働回数を「許可運送台数×許可稼働日数（90日）」で管理する形はいかがか。

〈現状〉

登録
1日あたり
運行台数

1台あたり
年間運行回数

年間
総運行回数

営業所
台数

営業所
台数

90日
※入れ替え不可

営業所台数
×90日

〈ご提案〉

登録
1日あたり
運行台数

1台あたり
年間運行回数

年間
総運行回数

無制限
営業所
台数

90日
営業所台数

×90日
※実質的な稼働回数は不変



法令・制度上の課題、論点の整理

2）申請の電子化

《制度改善のニーズ》
● 申請にあたっては、直接運輸支局を訪ね紙で書類を提出する必要。
● 即日許可が出ることもあるが、運輸支局によっては日数がかかることもある
● 今回の取り組みでも運送事業者様が複数回運輸支局を訪問。

《制度改善のご提案》
● 必要書類の電子提出、許可証の電子発行を検討してはいかがか。



検討余地のある論点

《ドライバーさんからの声》
● もっと稼働したい
● このまま続けていきたい
● 本業として稼働することも検討したい

ライドシェアやアプリ専用車両での勤務が、本業タクシードライバー転職の呼水となったように、
 今回の取り組みが運送事業の本業人材の増員につながる可能性があるのではないか

《検討余地のある論点》
● もっと稼働を増やそうとした時に支障になるものは何か
● 副業で実施している方が、本業を実施しようとした時に支障になるものは何か

今後の実証実験の中で、引き続き検討していきます


